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1　はじめに
　今日，博物館は真の意味で転換期を迎えて
いる（1）。そのことを強く意識させたのは，昨
春国が公表した二つの報告書である。
　一つは，生涯学習審議会社会教育文化審議
会が1996年4月24日付けで報告した『社会
教育主事，学芸員及び司書の養成，研修等の
改善方策について』（以下，『報告』と略す）
である。これは，同日付けの生涯学習審議会
の答申『地域における生涯学習機会の充実方
策について』において，生涯学習推進にかか
る組織運営の活性化をはかる上で各事業担当
の専門的職員を確保・養成する必要が指摘さ
れたことを受け，その具体的方策を提起した
ものである。『報告』は学芸員資格の改善点を
4つ挙げているが，文部省の担当官の発言に
よれば，その基本理念は「博物館の個性豊か
な発展を実現していくためには，博物館活動
に対する適正かつ公正な評価を社会に提供
し，住民の正しい理解と支援を得ていくこと
が不可欠」にあるという（2）。改善点のうち，
大学の養成科目についてはすでに8月28日
付けで博物館法施行規則が改正された。
　また文化庁でも，1996年8月5日付けで
「二十一世紀を目ざした美術館・博物館の振
興方策一ミュージアム・プラン」を発表した。
これは学芸員研修の体系化と充実，国立美術
館・博物館の利用機会の拡大と活性化の2つ
を主な内容とするもので，特に美術館の振興
に重点を置くと思われる。
　もう一つは，地方分権推進委員会が同年3
月29日付けで提出した『中間報告一分権型社
会の創造』である。この審議会の趣旨は，肥
大した中央行政組織を規制緩和と地方分権の
観点から見直すことにあるが，その中の「く
らしづくり部会」は，文化・生涯学習行政に
ついて首長部局と教育委員会のどちらかが所
轄するか選択可能な方向で検討するとして，
その関連で博物館法等も存廃を含めて検討す
るべきではないか，と述べている。この提言
を踏まえたか否かは不明だが，1997年度国家
予算大蔵省原案では公立社会教育施設整備費
補助金交付要綱の廃止が掲げられた。
　この二つの報告書に共通するのは，1990年
に制定された生涯学習振興整備法の基本理
念，すなわち民間資本の導入を前提に従来の
「教育」の枠を外していく学習機会の拡大化
であると考えてよい。その背景としては「第
二次産業から第三次産業への構造転換にとも
なう労働能力養成の変化」「教育・学習活動が
資本主義的生産関係に直接くみいれられたこ
と」などが指摘されていた（3）。博物館に関し
て言えば，そのテーマパーク化と事業のイベ
ント化の進行が同じ頃に顕在化している。
　この動向に対し，例えば君塚仁彦氏はかね
てから警告を発していたが（4），その他に目
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立った発言は少なく，今日に至るまで博物館
学上の重要な問題として議論されることはな
かったと言ってよい。状況の変化を見守るう
ち，一方ではバブル経済の崩壊によって自治
体の財政が逼迫する中，ついに来年度予算に
おける企画展示費用の査定ゼロという博物館
が現れ，他方で博物館法の改廃論議が国側か
ら持ち出されてきたのが現状だろう。今や，
若手の学芸員の間では，既出の博物館論への
不満が公然と語られているのである（5）。現実
の問題に対応できない博物館学とはいったい
何なのか。
　以上の問題関心から，本稿は日本博物館学
研究の現在地点を確認すること，その問題点
について現場の視点から検討することを目的
としたい。なお，本稿で言うところの「博物
館」とは，博物館法が規定する登録博物館及
び相当施設のほか博物館類似施設，すなわち
後述する未登録及び法の対象外の施設や，そ
の他社会教育機能を有する資史料保存活用機
関を広く含むものとする。
2　博物館学研究史の現状と理論的課題
　日本の博物館学研究史を考える場合，1951
年の博物館法制定前後に著された棚橋源太郎
『博物館学綱要』（理想社，1950）と日本博物
館協会編『博物館学入門』（理想社，1956）が
一つの画期をなすと言われる（6）。そして加藤
有次氏は，明治以来の研究史全体を【黎明期
1】【黎明期II】【試行期1】【試行期II】【起
動期】に区分し，1970年代後半以降現在まで
を【起動期】に位置づけた（7）。
　1970年代後半といえば，加藤氏自身の著作
である『博物館学序論』（雄山閣，1977）をは
じめ，伊藤寿朗・森田恒之編『博物館概論』
（学苑社，1978），倉田公裕『博物館学」（東
京堂出版，1979），また『博物館学講座』全10
巻（雄山閣，1978～81）の刊行が始まった時
期である。言わば，博物館学が「きわめてテ
クニカルな面でとらえられ，それに尽きてい」
た【試行期1】（博物館法成立～1960年代前
半）の批判として，理論主導による博物館学
の体系的構築をめざした【試行期II】（1960年
代後半～1970年代前半）の諸研究が集大成さ
れた時期と評価できよう。それにしても，加
藤氏の研究史整理が論文発表時の10年前で
止まっているのは奇妙に思える。
　かつて筆者が，歴史，民俗，考古，地理，
社会教育の各人文系諸学問の分野で交わされ
てきた博物館論を検討したところ（8＞，これら
博物館学の関連分野で議論が活発化するのは
1970年代末から1980年代全般であった。こ
のことは，見方を変えれば，博物館論議の舞
台が『博物館雑誌』などの専門誌から関連分
野の学術誌へと拡大し，かつ比重を移した時
期だったとも言える。そして，加藤氏の言及
はないが，当時の研究情況で主導的役割を果
たした人物こそ，1991年に他界した伊藤寿朗
氏だった。
　伊藤氏は，その初期の論文「日本博物館発
達史」（前掲『博物館概論』所収）の最後で次
のように述べていた（9）。
　「極端に言えば，戦後の博物館理論を指導
し，かつ支配してきた論理である機能主義的
方法は，自らの論理と方法にもとつく博物館
通史をもってはいない。」「本質的には方法自
体が……歴史を捨象して成立しているからで
ある。」
　「逆にこの方法の対極に位置する歴史主義
的方法は，自らの論理と方法にもとつく博物
館理論を構築しえなかった。」「本質的には方
法自体が……目的を捨象して成立しているか
らである。」
　そして「博物館研究をめぐるく理論〉とく
歴史〉の統合をめぐって」は，機能主義的方
法が歴史を，歴史主義的方法が理論を問わざ
るをえなくなっている，と伊藤氏は結んでい
る。ここで伊藤氏が言う「機能主義的方法」
とは，おそらく前掲『博物館学入門』に代表
される諸研究であり，対する「歴史主義的方
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法」とは伊藤氏自身の論文を指すと思われる。
つまり伊藤氏は，自らに両者を止揚する新た
な博物館理論の構築を課したのであり，「地域
博物館論」こそはその成果だったとも言える
のである。
　全著作を通じて，伊藤氏は「博物館論」を
論じても「博物館学」はほとんど主張しなかっ
たようであり，それは「日本博物館発達史」
以来の既出の博物館学研究に対する批判だっ
たとも受け取れる。そして，加藤氏の研究史
整理に象徴されるように，主に市区町村立の
博物館関係者の間で多大な支持を得ている
「地域博物館論」は，未だ十分な評価をもっ
て研究史に位置づけられたとは言い難い。確
かに，伊藤氏が用いた博物館の三分類＝〈地
域志向型〉〈中央志向型〉〈観光志向
型〉（10）は，例えばく地域社会型〉＜観光
型〉〈研究型〉という加藤有次氏のそれ（11）
に一見近しく見える。だが伊藤氏の独自性は，
これを利用者との関係を軸に時系列でとらえ
た上で「第三世代の博物館」論を提起し，さ
らに他の二類型を含めて日本の博物館の全体
像を描こうとした点にある。博物館学の新た
な枠組みが示されたという意味において，博
物館学研究史は1980年代中葉（12）に一つの画
期を認めるべきだろう。
　では，現時点において課題となる研究上の
論点は何か。例えば倉田公裕氏は次のように
述べていたq3）。
　「博物館も魅力をもって，人びとに来てい
ただきたいものです。そのためには，各博物
館には二枚の看板がいると思っています。一
つは良い資料群をもっていること。……もう
一つは，あの学芸員の話は面白い，行ったら
ぜひ聞いて帰ろう，あの人の話を聞くと面白
くてためになった。そういう意味では，これ
から魅力のある知的遊園地として楽しく学べ
るという方向へ向かわなければと思います。」
　これに対して伊藤氏は次のような言葉を残
している（14｝。
　「博物館の持っている知識を，人びとに教
授するという啓蒙主義は，受け身の社会では，
今後とも人びとの人気を博すことだろう。内
面的葛藤を避けた，楽な享受だからである。
しかし，これでは市民の自己教育力は育たな
い。博物館という公共機関には，それに必要
な“場と階段づくり”が求められているとい
えよう。博物館はディズニーランドではな
い。」
　一見，博物館「知的遊園地」論をめぐって
大きな隔たりを感じさせる二っの意見だが実
は，両者の問題意識は，博物館の現状の危機
を認識し，・いかに利用者に使ってもらうかと
いう点で一致している。異なるのは方法論で
ある。この点にこそ，今後の博物館学が取り
組むべき理論的課題の一つがあるのではない
か，と筆者は考える。
3　当面する課題一現場の視点から
　では，博物館の現場から考える博物館学の
課題は何か。さしあたり筆者が思い浮かぶ2
点にっいて指摘したい。
　一っは「地域博物館論」のその後である。
既に1980年代後半には見られた傾向だが，博
物館活動への市民参加が積極的に論議される
中，一部の論者から「限りなく公民館に近い
博物館」への志向が出され（15），市区町村関係
者の共感を得るところとなっている（16）。この
議論は，博物館資料の収集・保存・展示を中
心とする博物館運営に対し，各種講座を中心
とする普及啓発事業へ比重を移すよう求める
ものである。
　ここで思い出しておきたいのは1995年1
月17日の阪神・淡路大震災である。被災直後，
多くの博物館が資料に被害を出したが，公立
館の職員は，被災した地域住民の救済にあた
り，博物館でも提供できる空間は避難場所と
して提供し，結果的に資料の点検や補修は後
回しにせざるを得なかった（17）。しかし一方，
被災地の文化財を救援すべく歴史研究者を中
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心に「歴史資料保全情報ネットワーク」が結
成され，所有者め承諾の下に民間所在の資料
を瓦礫の中から取り出して被災を受けなかっ
た博物館に寄託する動きがあった（18）。ここか
ら我々は，博物館の地域社会における「蔵」
としての機能が，おそらく職員が考える以上
に期待されたことを気づかなければならな
い（19）。そしてその期待は大震災以後確実に高
まっている。
　この「蔵」としての観点は「限りなく公民
館に近い博物館」の志向と必ずしも同一では
ない。そこで求められるのは，地域に存在す
る“もの”資料の保存と活用を一体的に把握
する文化財保護の視角である（20）。戦前の旧国
宝保存法の優品主義と異なり，埋蔵文化財に
関する規定を当初から盛り込んだ現行の文化
財保護法は，人類の文化的諸活動が生み出し
たさまざまな事象を有形・無形にかかわらず
「文化財」の概念で括っている。戦前以来の
伝統的な博物館もまた“変・古・珍”の優品
主義だったが，「地域博物館論」後の博物館は，
公立館を中心に博物館法第3条に規定されて
いる地域の文化財保存活用施設としての意義
を強く打ち出す必要があり，学芸員問題を考
える際も有効と筆者は考える（21）。この点，博
物館学としてのさらなる理論的対応が必要だ
ろう。
　もう一つは，Museography＝博物館技術論
あるいは博物館実践学，また博物館学各論と
も訳される（22）ものの現状である。そもそも資
料取扱など実務上ののノウハウ自体は，学芸
員の専門性や経験から体得するもので講義の
対象とはなりにくい。そこで従来の技術論的
博物館学も批判されたわけだが，そのとき技
術論と方法論を併せて博物館実践学を構築す
べきとの議論があった㈱ことは，もっと注目
されてよい。
　r博物館ハンドブック』（24）の場合，4章以
降に「博物館資料」「展示」「教育事業」「管理・
運営」「博物館職員」「施設・設備」「新規博物
館の設立方法」の各項が並んでいる。そして
本書を含め近年の博物館関係の出版物は，理
念的考察を主体とするものから，右に挙げた
日常の実務にかかわる内容へと変わりつつあ
る（25）。このような議論の積み重ねこそは博物
館実践学そのものだろう。今後は，学芸員が
業務上の経験を敷術化した論文を問い，議論
と相互批判を通じて問題解決への糸口を探る
ことが一層求められよう。そこで筆者も議論
に参加すべく，項を改めて一つの問題提起を
してみたい。
4　博物館登録制度を考える
　1951年に制定された博物館法（以下，「法」
と略す）は，日本の博物館に関する唯一の法
的根拠であり，博物館学としても十分な検討
が加えられてしかるべきだろう。しかし，『博
物館学講座』第10巻を別にすれば，「法」の
解説に1章をあてる博物館学の概説書はほと
んどない。「法」を批判的に論じた概説として
も，管見の限りでは伊藤寿朗氏の論考（26）を見
る程度である。現状では，「法」に対する認識
は深められないまま「ザル法」と呼ばれて法
自体の軽視が進み，ついに冒頭に述べた「法」
の改廃論議を起こしてしまったと言わざるを
得ない。
　しかし，あるシンポジウムでは期せずして，
文部省の博物館担当官と某私立美術館の学芸
部長がともに「法」のすばらしさを訴えてい
た（27）。改廃論議の焦点が博物館の所轄をめぐ
るものとすれば，我々はまだ「法」への注目
をやめてはならず，その理念を発展させる努
力を続けなければならない。「法」の理念と現
実を考える一例として，以下では博物館登録
制度を取り上げてみよう。
　周知の通り，「法」が対象とする博物館とは
都道府県教育委員会の博物館登録原簿に登録
された施設（解釈上で相当施設を含む）に限
定される（第2条，第10条）ので，未登録・
未指定の施設は「法」の対象外となる。また，
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公立博物館は自治体の教育委員会の所管に属
することが明記されており（第19条），首長
部局設置の公立施設は最初から「法」の枠外
にある。どちらも法的には博物館の類似施設
扱いだが，例えば埼玉県の場合，現状では「法」
の対象となる施設は全体の2割に満たない。
中には，登録博物館が県立博物館ただ一つし
かなく，そのため「法」が定める（第16条）
登録規則も作っていないという例すらある。
このように登録・指定が進まない理由には，
申請に必要な書類が膨大なことや，設置者の
立場からは登録制度に利点がなく規制ばかり
が多いこと（28）がよく挙げられる。
　本当にそうだろうか。申請書類の件はひと
まず措くとして，登録博物館に対する，博物
館の資料や物品の寄贈・購入に関する各種税
法上の優遇措置はよく知られるところであ
る。このほか，都市計画法では市街化調整区
域内における開発行為を都道府県知事の許可
制とするが，登録博物館の建築物にはこれが
適用されない（第29条）。また，河川敷に工
作物を作ることは河川法で禁止されている
が，登録博物館の施設であれば特別に認めら
れる。さらに公立館の場合，都道府県では普
通地方交付税の算定対象として博物館の財政
需要に関する詳細な計算式があり，市町村で
は特別地方交付税の「事情を考慮して定める
額」の規定の中に「（登録）博物館があるため，
特別の財政需要があること」の項がある。私
立館の場合は，登録博物館であれば施設整備
の費用に日本開発銀行から特別融資を受ける
ことができる。
　以上から考える限り，十分ではないにせよ，
博物館の登録は建設時の諸条件や開館後の財
政面で一定の恩恵を受けられるよう法的に配
慮されていると言えよう。では，博物館の登
録を阻む真の原因は何か。おそらくそれは専
任学芸員の配置の存否だろう。確かに「公立
博物館の設置及び運営の基準」では都道府県
立施設で17人以上，市町村立施設で6人以上
という学芸員の配置基準を定めている。しか
し登録基準では専任学芸員が一人でも配置さ
れていれば要件を満たすので，基準は特に市
町村で守られていない。のみならず，拘束力
のないこの基準すら廃止させようと動いた地
方公共団体が以前あった。施設面でも収蔵資
料でも申し分のない施設が未登録の施設の場
合，専任学芸員のいない可能性を考えてよい。
この点で，登録博物館問題は学芸員問題の一
面をもっている。
　さらに博物館の登録を阻む原因として留意
すべきは，自治体による首長部局設置の施設
である。問題自体は「法」制定以前から存在
したようで，文部省は早い時期から関係施設
を教育委員会へ移管するよう通達を出してお
り（1950年1月10日委社第324号「社会教育
法の解釈について」），ある時期までそれは守
られていたと思われる。その方針が崩れたの
は比較的最近，おそらく1980年代後半のバブ
ル経済期だろう。また日本の公営事業の民営
化を柱とした1980年代初頭の中曽根臨調以
降，主に人件費の名目的削減をねらって，第
三セクター方式の運営による博物館が増えて
きた（29）。両者は実質上公立の博物館施設であ
りながら，法的に登録対象とはなり得ない。
しかも1980年代以降，両者の施設は増え続
け，「法」の改廃論議の背景の一つになってい
る。博物館学的に言えば，現状が博物館概念
の限りない拡散をもたらした結果，博物館の
理念的根拠までが揺らぎ始めたのである。
　果たして現状を変える方策はあるか。あく
まで現行法を守る立場から言えば，その可能
性は別にして次のことが挙げられる。第一に，
施設の名称における「博物館」の使用の制限，
すなわち教育委員会所轄の施設以外では「博
物館」と名乗ることを認めないこと（30）。第二
に，社会教育活動を実施すると認められる公
立施設は何らかの形で教育委員会の関与を義
務づけること。博物館概念の緻密化を踏まえ
た「法」の適用範囲の拡大・充実は，一つの
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選択肢になり得ると筆者は考える。
5　おわりに
　以上のような駄文を弄している間にも，事
態は刻々と変化している。数年後に「法」の
改廃論議が決着した暁には，本稿の内容の半
分は役に立たないだろう。そのとき議論の焦
点は，おそらく学芸員資格制度に向けられる
はずである（31）。その結論が以後数十年の博物
館の動向を左右するだろうことを考えると
き，今が博物館学の出番であると筆者には思
えてならない。
　最後に博物館の日常へ立ち帰れば，多様な
利用者の声にどう対応するか，また一度も博
物館へ足を運んだことのない住民に対してど
う訴えかけるか，いやその前に未整理の資料
をどう片づけるか，といったことが直ちに
迫ってくる。理論的支柱としての，かつ日常
に立脚した実学としての博物館学を，欲して
いるのは他ならぬ筆者自身であることを述べ
て，本稿を閉じることにしたい。
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AContemporary　Pmblem　of　the　Museology　in　Japan
SHIRAI　Tetsuya
　　The　social　circumstances　around　museums　in　Japan　would　be　changing　rapidly　and　drastically．
But，　I　suppose，　the　contemporary　museology　in　Japan　could　not　corespondant　that　situations．
Our　museology　have　not　been　able　to　explain　the　reason　of　that　changings　and　show　a　method　and
theory　for　a　resolution　of　that　yet．　So，　I　would　point　out　the　subjects　in　the　study　on　the
contemporary　museology　in　Japan　based　on　the　history　of　the　Japanese　museological　studies　in
this　20　years．
　　Of　that　conculusion，　I　would　say，　the　most　important　obtainnings　would　be“the　schema　on　the
regional　museums（Chiiki　Hakubutsukan　Ron）”of　Ito　Toshirou，　After　his　works，　we　have　to
develope　that　schema，　I　would　insist，　digging　into　the　rerations　between　the　protection　of　the
cultural　properties　and　museums　and　building　up　concrete　museographies　for　that．
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